
  

HP掲載用事業概要表 

Ⅰ．提案事業の概要  2019年度第1回https://www.jica.go.jp/activities/schemes/partner/kusanone/partner/index.html 

1． 対象国名  インドネシア共和国 

2． 事業名 中部ジャワ州スラカルタ市「自閉症教育」の人材育成事業 
3．事業の背景と必要

性 
 
*視覚構造化 

視覚構造化とは、自閉

症の特性である、「視覚

情報処理機能の優位

性」に合わせた教育方

法である。この方法に

より、自閉症のある人

の達成感、安心感を保

障し、教育権の擁護に

つながる。 

 

 

当事業は、先行事業であるスラカルタ市に隣接するカランガニャール県での「幼児教育におけ

るインクルーシブ教育実践モデル形成事業」で、新たに確認された課題の解決と発展を目指して

いる。その課題は、教師やセラピストの多くが、「障がいの医療モデル」の視点で、自閉症の行動

を治し、普通に近づけるために指導や訓練を行っていることである。  
スラカルタ市（旧称ソロ市）では、自閉症のある子どもの増加にともない、2014年9月にスラ

カルタ市立「自閉症サービスセンター」を教育文化省の援助によって設立した。  
2018年9月、スラカルタ市は「インクルーシブ教育推進5か年計画」を公表した。この計画に

よれば、2023 年までに市内の各 5 郡に小規模の自閉症センターを設立するため、職員の増員に

ともなう人材育成を行うことを最優先目標として掲げた。 
インドネシアは近年の急速な経済発展に伴い、設備は充実してきているが、前述したように、

自閉症教育の知識・技術面は発展途上である。そこで、先進諸国や日本でも既に実践されている

「自閉症教育メソッド」（視覚構造化アプローチ*）の導入が有効と考える。 

当地の自閉症教育における人材の育成は近々の重要課題であり、スラカルタ市教育文化局イン

クルーシブ教育部門、幼児教育部門、および、市立自閉症センターは、当団体から支援を受ける

ことに非常に積極的である。 
本案件は、当団体が先行事業を通してカウンターパートや行政において高く評価され、事業の

持続的な実践が可能となったことで得られた信頼性と関係性を活かして展開を図るものである。 
4.プロジェクト目標 スラカルタ市の事業対象機関において「自閉症教育メソッド」が導入され、実践される。 
5．対象地域及び管轄

する領事館 
中部ジャワ州スラカルタ市 
在インドネシア日本国大使館(ジャカルタ) 在デンパサール日本国総領事館 

6．受益者層 （ター

ゲットグループ） 

直接裨益者：自閉症のある子どもの支援を行う職員 100 名(スラカルタ市教育文化局職員､市立イ
ンクルーシブ教育・障害支援センター(旧自閉症センター)､特別支援学校、インクルーシブ教育
学校 等々）  

間接裨益者:自閉症を持つ子供､保護者､職員:1900名（内訳：知的障害を持つ子供:約500名  
自閉症を持つ子どもの保護者：約1000名、知的障害等の障害のある子どもの支援を行う職員数：400名)   

7．生み出すべきアウ

トプット及び活動 

 
＊ステアリングコミッ
ティ以下SC 

 

＜成果＞ 1．「自閉症教育メソッド(視覚構造化)」がスラカルタ市内に導入されるために、関係
機関の連携が構築される。 

2. リーダー5 名､モデル教師 15 名が「自閉症教育メソッド(視覚構造化)」の理解と教育の実践
技術、研修技術を身につける。 

3.養成されたリーダー、モデル教師が「自閉症教育メソッド(視覚構造化)」をスラカルタ市に広
めている。  
＜活動＞  
1.1 ステアリンクﾞコミッテｨ(SC)が結成され､事業スタッフとともに、インドネシア、日本双方

の実態の調査、研修プランの検討、作成、事業対象機関の選択をする。  
1.2 SC､事業スタッフが事業対象機関を中心に養成候補者30名を選考する。 
1.3 SC､事業スタッフが実践研究報告会を事業対象内外のスタッフに対して開催する。  
1.4  SC､事業スタッフが｢要項｣、｢リーフレット｣を作成、配布する。 
2.1「自閉症教育メソッド(視覚構造化)」の概論研修を行う(100名)｡ 
2.2 リーダー､モデル教師の候補者30名に研修､ワークシｮッフﾟを行う。  
2.3 リーダー候補者に事例研究の研修を行う。  
2.4 リーダー候補者に本邦研修を実施し、帰国後報告会を開く。 
2.5 リーダー､モデル教師候補者に視覚構造化､集団活動に必要な教材作成と活用方法の研修を

行う｡ 
2.6 リーダー､モデル教師候補者にOJTを行う。 
3.1  リーダー､モデル教師が事業対象内外の教員､セラピスト等に研修を行う。 
3.2 リーダーが保護者対象の研修を行う。 
3.3 リーダーが中心になり、事業対象内外の自閉症教育関係者に対して、事例研究を発表する。 

8．実施期間 （西暦）2021年3月～2024年5月31日（3年2か月） 

9．事業費概算額 24,242千円  
10．事業の実施体制 国内共同事業体：一般社団法人こども支援チェルク／ソラアル株式会社 

カウンターパート：CBR-DTC YPAC Nasional ,  YPAC Nasional  
Ⅱ．応募団体の概要  

1． 団体名 一般社団法人こども支援チェルク／ソラアル株式会社(LD サホﾟート・放課後テ゛イサーヒﾞス・発

達支援事業所)   

2． 活動内容 子どもの支援（子どもの支援者に対する人材育成、教育研修、調査研究、国際貢献） 
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